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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　波長信号を送信する送信端のノード内の折り返しの送信端のＯＳＮＲ－ＢＥＲ特性から
許容限界ＢＥＲ対応の第１のＯＳＮＲを算出する第１の演算部と、
　前記波長信号を受信する受信端のノードの受信ＢＥＲを取得し、前記送信端のＯＳＮＲ
－ＢＥＲ特性から前記受信ＢＥＲ対応の第２のＯＳＮＲを算出する第２の演算部と、
　前記第１のＯＳＮＲから前記許容限界ＢＥＲ対応の第１の雑音強度を算出する第３の演
算部と、
　前記第２のＯＳＮＲから前記受信ＢＥＲ対応の第２の雑音強度を算出する第４の演算部
と、
　前記第１の雑音強度及び前記第２の雑音強度に基づき、雑音強度マージンを算出する算
出部と
　を有することを特徴とするネットワーク制御装置。
【請求項２】
　前記受信端のノードから前記受信ＢＥＲに対応する受信側の第３のＯＳＮＲを取得し、
前記第３のＯＳＮＲから受信側の第３の雑音強度を算出する第５の演算部と、
　前記第３の雑音強度、前記第２の雑音強度及び前記第１の雑音強度に基づき、前記許容
限界ＢＥＲ対応の受信側の第４の雑音強度を算出する雑音強度算出部と、
　前記第４の雑音強度から前記許容限界ＢＥＲ対応の受信側の第４のＯＳＮＲを算出する
第６の演算部と、
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　前記第３のＯＳＮＲ及び前記第４のＯＳＮＲに基づき、ＯＳＮＲマージンを算出するマ
ージン算出部と
　を有することを特徴とする請求項１に記載のネットワーク制御装置。
【請求項３】
　前記雑音強度算出部は、
　前記第３の雑音強度及び前記第２の雑音強度に基づき非線形雑音強度を算出する第１の
算出部と、
　前記第１の雑音強度及び前記非線形雑音強度に基づき、前記許容限界ＢＥＲ対応の受信
側の第４の雑音強度を算出する第２の算出部と
　を有することを特徴とする請求項２に記載のネットワーク制御装置。
【請求項４】
　前記波長信号の変更前の空き周波数帯域量及び変更後の空き周波数帯域量に対応付けて
補正値を記憶する補正テーブルと、
　前記変更前の空き周波数帯域量及び前記変更後の空き周波数帯域量に応じて前記補正値
を取得し、取得した前記補正値に基づき、前記ＯＳＮＲマージンを補正する制御部と
　を有することを特徴とする請求項２又は３に記載のネットワーク制御装置。
【請求項５】
　前記波長信号の変更前の入力パワー量及び変更後の当該波長信号の入力パワー量に対応
付けて補正値を記憶する補正テーブルと、
　前記変更前の入力パワー量及び前記変更後の入力パワー量に応じて前記補正値を取得し
、取得した前記補正値に基づき、前記ＯＳＮＲマージンを補正する制御部と
　を有することを特徴とする請求項２又は３に記載のネットワーク制御装置。
【請求項６】
　前記第１の演算部は、
　前記送信端のノード内の送信器と受信器との間の波長信号の折り返し通信で順次測定し
たＯＳＮＲ及びＢＥＲに対応する前記送信端のＯＳＮＲ－ＢＥＲ特性を前記送信端のノー
ドから取得することを特徴とする請求項１～５の何れか一つに記載のネットワーク制御装
置。
【請求項７】
　波長信号を送信する送信端のノード内の折り返しの送信端のＯＳＮＲ－ＢＥＲ特性から
許容限界ＢＥＲ対応の第１のＯＳＮＲを算出し、
　前記波長信号を受信する受信端のノードの受信ＢＥＲを取得し、前記送信端のＯＳＮＲ
－ＢＥＲ特性から前記受信ＢＥＲ対応の第２のＯＳＮＲを算出し、
　前記第１のＯＳＮＲから前記許容限界ＢＥＲ対応の第１の雑音強度を算出し、
　前記第２のＯＳＮＲから前記受信ＢＥＲ対応の第２の雑音強度を算出し、
　前記第１の雑音強度及び前記第２の雑音強度に基づき、雑音強度マージンを算出する
　処理を実行することを特徴とする伝送品質マージン算出方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ネットワーク制御装置及び伝送品質マージン算出方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光通信ネットワークのシステム設計は、予め設定された、例えば、ファイバパラメータ
、信号変調フォーマット、ビットレートやファイバ入力光パワー等のシステム条件に基づ
き、通信サービスの運用前に行われる。
【０００３】
　高密度な波長多重信号光を伝送するシステムでは、伝送中の波長信号同士の干渉による
ペナルティを考慮する他、運用中の動的なパスの切替や波長増設、変調方式の変更に対応
する事前設計が求められる。しかしながら、事前設計では、マージンが過剰になると、シ
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ステム全体の伝送距離や伝送品質が低下する場合もある。そこで、必要最小限にマージン
を抑えたシステムの運用及び、動的な光ネットワークの運用が求められているのが実情で
ある。
【０００４】
　そこで、システム内の光伝送装置毎にＥＶＭ（Error　Vector　Magnitude）を測定し、
その測定結果からＥＳＮＲ（Electrical　Signal　to　Noise　Ratio）を取得する。更に
、取得したＥＳＮＲからＯＳＮＲ（Optical　Signal　to　Noise　Ratio）を算出し、そ
のＯＳＮＲに基づき、ＯＳＮＲマージンを算出する方法が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１５－５０６００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、ＥＶＭを測定する機能を内蔵していない光伝送装置を用いる場合も想定
され、ＥＶＭを測定できない可能性もあるため、この場合に課題となる。従って、伝送品
質のマージンを精度よく推定できないのが実情である。
【０００７】
　一つの側面では、伝送品質のマージンを精度よく算出できるネットワーク制御装置及び
伝送品質マージン算出方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　一つの案のネットワーク制御装置は、第１の演算部と、第２の演算部と、第３の演算部
と、第４の演算部と、算出部とを有する。第１の演算部は、波長信号を送信する送信端の
ノード内の折り返しの送信端のＯＳＮＲ－ＢＥＲ特性から許容限界ＢＥＲ対応の第１のＯ
ＳＮＲを算出する。第２の演算部は、前記波長信号を受信する受信端のノードの受信ＢＥ
Ｒを取得し、前記送信端のＯＳＮＲ－ＢＥＲ特性から前記受信ＢＥＲ対応の第２のＯＳＮ
Ｒを算出する。第３の演算部は、前記第１のＯＳＮＲから前記許容限界ＢＥＲ対応の第１
の雑音強度を算出する。第４の演算部は、前記第２のＯＳＮＲから前記受信ＢＥＲ対応の
第２の雑音強度を算出する。算出部は、前記第１の雑音強度及び前記第２の雑音強度に基
づき、雑音強度マージンを算出する。
【発明の効果】
【０００９】
　一つの側面では、伝送品質のマージンを精度よく算出できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、実施例１の光伝送システムの一例を示す説明図である。
【図２】図２は、実施例１のノードのハードウェア構成の一例を示すブロック図である。
【図３】図３は、実施例１のＮＷ制御装置の一例を示す説明図である。
【図４】図４は、第１のマージン演算部の一例を示す説明図である。
【図５】図５は、第１のマージン算出処理に関わるＮＷ制御装置内の第１のマージン演算
部の処理動作の一例を示すフローチャートである。
【図６】図６は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の送信端ＯＳＮＲ耐力曲線の一例を示す説明図
である。
【図７】図７は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上のＢＥＲFEC対応のＯＳＮＲtotal　FECの一例
を示す説明図である。
【図８】図８は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中の受信ＢＥＲmeaの一例を示す説明図
である。
【図９】図９は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中の受信ＢＥＲmea対応のＯＳＮＲtotal
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　meaの一例を示す説明図である。
【図１０】図１０は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中のＡＳＥ雑音マージンＰase　mar

ginの一例を示す説明図である。
【図１１】図１１は、実施例２のノードのハードウェア構成の一例を示すブロック図であ
る。
【図１２】図１２は、実施例２のＮＷ制御装置の一例を示す説明図である。
【図１３】図１３は、第２のマージン演算部の一例を示す説明図である。
【図１４】図１４は、第２のマージン算出処理に関わるＮＷ制御装置内の第２のマージン
演算部の処理動作の一例を示すフローチャートである。
【図１５】図１５は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中の受信ＯＳＮＲ1の一例を示す説
明図である。
【図１６】図１６は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中のＯＳＮＲ耐力曲線の一例を示す
説明図である。
【図１７】図１７は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中のＯＳＮＲ耐力曲線上のＯＳＮＲ

2の一例を示す説明図である。
【図１８】図１８は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中のＯＳＮＲマージンＯＳＮＲ　ma

rginの一例を示す説明図である。
【図１９】図１９は、測定対象の波長信号と隣接波長信号との関係の一例を示す説明図で
ある。
【図２０】図２０は、実施例３の補正テーブルの一例を示す説明図である。
【図２１】図２１は、実施例３のＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginの補正前後の一例を示
す説明図である。
【図２２】図２２は、実施例４の補正テーブルの一例を示す説明図である。
【図２３】図２３は、実施例４のＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginの補正前後の一例を示
す説明図である。
【図２４】図２４は、実施例５のＮＷ制御装置の一例を示す説明図である。
【図２５】図２５は、実施例６のノードのハードウェア構成の一例を示す説明図である。
【図２６】図２６は、実施例６のＯＳＮＲ耐力曲線取得方法の一例を示す説明図である。
【図２７】図２７は、実施例７のノードのハードウェア構成の一例を示す説明図である。
【図２８】図２８は、実施例７のＯＳＮＲ耐力曲線取得方法の一例を示す説明図である。
【図２９】図２９は、パス格納部の一例を示す説明図である。
【図３０】図３０は、受信端ノードの決定方法の一例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面に基づいて、本願の開示するネットワーク制御装置及び伝送品質マージン算
出方法の実施例を詳細に説明する。尚、本実施例により、開示技術が限定されるものでは
ない。また、以下に示す各実施例は、矛盾を起こさない範囲で適宜組み合わせても良い。
【実施例１】
【００１２】
　図１は、実施例１の光伝送システム１の一例を示す説明図である。図１に示す光伝送シ
ステム１は、複数台のノード２と、ネットワーク（ＮＷ）制御装置３とを有する。各ノー
ド２は、光ファイバ４で通信接続する、例えば、ノード“Ａ”～ノード“Ｇ”の７台の光
伝送装置である。ノード２は、例えば、ＣＤ(Color-less　Direction-less)のＲＯＡＤＭ
(Reconfigurable　Optical　Add-Drop　Multiplexer)又はＣＤＣ(Color-less　Direction
-less　Contention-less）のＲＯＡＤＭである。尚、説明の便宜上、ノード２の台数を７
台としたが、これらに限定されるものではなく、その台数は適宜変更可能である。光伝送
システム１は、例えば、複数の光波長パスを多重化する波長多重光伝送システムである。
【００１３】
　ＮＷ制御装置３は、光伝送システム１内の各ノード２の信号品質等の各種情報を収集す
る装置である。ＮＷ制御装置３は、運用中のＢＥＲ（Bit　Error　Rate）からＡＳＥ(Amp



(5) JP 6638535 B2 2020.1.29

10

20

30

40

lified　Spontaneous　Emission)雑音マージンを算出する装置である。
【００１４】
　図２は、実施例１のノード２のハードウェア構成の一例を示す説明図である。図２に示
すノード２は、入力アンプ１１と、出力アンプ１２と、複数の受信部（Ｒｘ）１３と、複
数の送信部（Ｔｘ）１４と、光分岐挿入部１５と、ＢＥＲ取得部１６と、ノード制御部１
７とを有する。入力アンプ１１は、光ファイバ４から入力する光信号を増幅する光アンプ
である。出力アンプ１２は、光ファイバ４に出力する光信号を増幅する光アンプである。
Ｒｘ１３は、光信号を受信する受信部である。Ｔｘ１４は、光信号を送信する送信部であ
る。光分岐挿入部１５は、波長パスを疎通する光信号の一部を光分岐すると共に、波長パ
スを疎通する光信号に新たな光信号を光挿入する機能と、波長パスを疎通する光信号のパ
ワーを調整する機能とを有する。光分岐挿入部１５は、光信号を光分岐し、光分岐した光
信号を所定のＲｘ１３に伝送する。光分岐挿入部１５は、光信号にＴｘ１４からの光信号
を光挿入し、光挿入した光信号を出力アンプ１２経由で光ファイバ４に出力する。
【００１５】
　ＢＥＲ取得部１６は、Ｒｘ１３にて受信パスのＢＥＲを測定する。ノード制御部１７は
、ＮＷ制御装置３と通信接続し、Ｒｘ１３にて波長パスのＢＥＲを測定し、そのＢＥＲの
測定結果を含む情報をＮＷ制御装置３に通知する。尚、情報は、波長パスを識別するパス
識別情報や、波長パスのＢＥＲ等を含む。
【００１６】
　図３は、実施例１のＮＷ制御装置３の一例を示す説明図である。図３に示すＮＷ制御装
置３は、通信部２１と、格納部２２と、第１のマージン演算部２３と、制御部２４とを有
する。通信部２１は、各ノード２との間で通信する通信インタフェースである。格納部２
２は、各種情報を記憶する領域である。格納部２２は、第１の格納部３１と、第２の格納
部３２とを有する。第１の格納部３１は、ＯＳＮＲとＢＥＲとを対応付けて送信端ＯＳＮ
Ｒ耐力曲線を管理する格納部である。尚、送信端ＯＳＮＲ耐力曲線は、“Ａ”の送信端ノ
ード２内のＴｘ１４及びＲｘ１３との間の折り返し通信、すなわちＢｔｏＢのＢＥＲとＯ
ＳＮＲとの対応関係を示す曲線である。第２の格納部３２は、Ｔｘ特性のパラメータη及
びκを格納する領域である。第１のマージン演算部２３は、送信端ＯＳＮＲ耐力曲線及び
運用中の受信ＢＥＲmeaからＡＳＥ（Amplified　Spontaneous　Emission）雑音マージン
Ｐase　marginを算出する。尚、受信ＢＥＲは、“Ａ”の送信端ノード２から“Ｃ”の波
長信号を受信する受信端ノード２で測定した実測のＢＥＲである。制御部２４は、ＮＷ制
御装置３全体を制御する。
【００１７】
　図４は、第１のマージン演算部２３の一例を示す説明図である。図４に示す第１のマー
ジン演算部２３は、伝送条件メモリ４１と、設定ＢＥＲメモリ４２と、第１の演算部４３
と、第２の演算部４４と、第３の演算部４５と、第４の演算部４６と、算出部４７とを有
する。伝送条件メモリ４１は、雑音の帯域幅Ｂnと、信号シンボルレートＲsとを格納して
いる。設定ＢＥＲメモリ４２は、光伝送システム１の許容限界のＢＥＲFECを格納してい
る。尚、許容限界のＢＥＲFECは、光伝送システム１として許容できる限界のＢＥＲであ
る。
【００１８】
　第１の演算部４３は、雑音の帯域幅Ｂnと、信号シンボルレートＲsと、許容限界のＢＥ
ＲFECとを数式１に代入してＯＳＮＲtotal　FECを算出する。尚、数式１は、変調方式が
ＱＰＳＫ（四位相偏移変調）の場合である。
【００１９】
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【数１】

【００２０】
　第２の演算部４４は、雑音の帯域幅Ｂnと、信号シンボルレートＲsと、受信ＢＥＲmea

とを数式２に代入してＯＳＮＲtotal　meaを算出する。尚、数式２も、変調方式がＱＰＳ
Ｋ（四位相偏移変調）の場合である。
【００２１】
【数２】

【００２２】
　第３の演算部４５は、第１の演算部４３からのＯＳＮＲtotal　FEC、Ｔｘ特性のパラメ
ータη及びκを数式３に代入してＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　BtoBを算出する。尚、ＡＳ
Ｅ雑音強度Ｐase　FEC　BtoBは、運用中のＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　trans及び非線形
雑音強度ＰNLIの関係で数式４が成立する。
【００２３】

【数３】

【００２４】
【数４】

【００２５】
　第４の演算部４６は、第２の演算部４４からのＯＳＮＲtotal　mea、Ｔｘ特性のパラメ
ータη及びκを数式５に代入してＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　BtoBを算出する。尚、ＡＳ
Ｅ雑音強度Ｐase　mea　BtoBは、運用中のＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　trans及び非線形
雑音強度ＰNLIの関係で数式６が成立する。
【００２６】

【数５】

【００２７】
【数６】

【００２８】
　算出部４７は、第３の演算部４５で算出したＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　BtoBから第４
の演算部４６で算出したＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　BtoBを減算し、その減算結果をＡＳ
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Ｅ雑音マージンＰase　marginとして算出する。尚、ＡＳＥ雑音マージンＰase　marginは
、数式７が成立し、その結果、数式８となる。
【００２９】
【数７】

【００３０】
【数８】

【００３１】
　次に実施例１のＮＷ制御装置３の動作について説明する。図５は、第１のマージン算出
処理に関わるＮＷ制御装置３内の第１のマージン演算部２３の処理動作の一例を示すフロ
ーチャートである。
【００３２】
　図５において第１のマージン演算部２３は、第１の格納部３１から送信端ＯＳＮＲ耐力
曲線及び、第２の格納部３２からＴｘ特性パラメータη及びκを取得する（ステップＳ１
１）。図６は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の送信端ＯＳＮＲ耐力曲線の一例を示す説明図で
ある。尚、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性は、縦軸をＢＥＲ、横軸をＯＳＮＲとしている。図６に
示す特性では、送信端ＯＳＮＲ耐力曲線及びＢＥＲFECを示している。
【００３３】
　第１のマージン演算部２３内の第１の演算部４３は、設定ＢＥＲメモリ４２から許容限
界のＢＥＲFECを読み出し、数式１に基づき、雑音の帯域幅Ｂnと、信号シンボルレートＲ

sと、ＢＥＲFECとを数式１に代入する。そして、第１の演算部４３は、ＢＥＲFECに対応
するＯＳＮＲtotal　FECを算出する（ステップＳ１２）。図７は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性
上のＢＥＲFEC対応のＯＳＮＲtotal　FECの一例を示す説明図である。図７に示すＰsig／
Ｐase　FEC　BtoBは、ＢＥＲFEC対応のＯＳＮＲtotal　FECである。
【００３４】
　第１のマージン演算部２３内の第３の演算部４５は、ＯＳＮＲtotal　FECからＡＳＥ雑
音強度Ｐase　FEC　BtoBを算出する（ステップＳ１３）。
【００３５】
　第１のマージン演算部２３内の第２の演算部４４は、受信端ノード２の運用中の受信Ｂ
ＥＲmeaを取得する（ステップＳ１４）。尚、受信端ノード２の受信ＢＥＲmeaは、受信端
ノード２で測定された運用中の受信ＢＥＲである。図８は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運
用中の受信ＢＥＲmeaの一例を示す説明図である。図８に示す特性では、運用中の受信Ｂ
ＥＲmeaを示している。
【００３６】
　第２の演算部４４は、雑音の帯域幅Ｂnと、信号シンボルレートＲsと、受信ＢＥＲmea

とを数式２に代入して、運用中の受信ＢＥＲmeaに対応するＯＳＮＲtotal　meaを算出す
る（ステップＳ１５）。
【００３７】
　第１のマージン演算部２３内の第４の演算部４６は、第２の演算部４４からのＯＳＮＲ

total　mea、Ｔｘ特性のパラメータη及びκを数式５に代入してＡＳＥ雑音強度Ｐase　m

ea　BtoBを算出する（ステップＳ１６）。図９は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の受信ＢＥＲ

mea対応のＯＳＮＲtotal　meaの一例を示す説明図である。図９に示すＰsig／Ｐase　mea

　BtoBは、ＢＥＲmea対応のＯＳＮＲtotal　meaである。
【００３８】
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　第１のマージン演算部２３内の算出部４７は、ＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　BtoB及びＡ
ＳＥ雑音強度Ｐase　mea　BtoBに基づき、ＡＳＥ雑音マージンＰase　marginを算出し（
ステップＳ１７）、図５に示す処理動作を終了する。図１０は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上
の運用中のＡＳＥ雑音マージンＰase　marginの一例を示す説明図である。図１０に示す
特性では、ＡＳＥ雑音マージンＰase　marginを示している。受信端ＯＳＮＲ耐力曲線は
、運用中の受信端のノード２のＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性の曲線である。
【００３９】
　実施例１のＮＷ制御装置３は、送信端ＯＳＮＲ耐力曲線から許容限界ＢＥＲFECに対応
するＯＳＮＲtotal　FECを算出すると共に、送信端ＯＳＮＲ耐力曲線から受信ＢＥＲmea

に対応するＯＳＮＲtotal　meaを算出する。ＮＷ制御装置３は、ＯＳＮＲtotal　FECから
ＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　BtoBを算出すると共に、ＯＳＮＲtotal　meaからＡＳＥ雑音
強度Ｐase　mea　BtoBを算出する。ＮＷ制御装置３は、ＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　BtoB

からＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　BtoBを減算し、その減算結果をＡＳＥ雑音マージンＰas

e　marginとして算出する。その結果、受信ＢＥＲからＡＳＥ雑音マージンを精度よく算
出できる。
【００４０】
　尚、上記実施例１のＮＷ制御装置３は、受信端ノード２から運用中の受信ＢＥＲmeaを
取得したが、受信端ノード２から運用中の受信ＢＥＲmeaの他に、受信ＯＳＮＲを取得す
る場合の実施の形態につき、実施例２として以下に説明する。尚、実施例１の光伝送シス
テム１と同一の構成には同一符号を付すことで、その重複する構成及び動作の説明につい
ては省略する。
【実施例２】
【００４１】
　図１１は、実施例２のノード２Ａのハードウェア構成の一例を示すブロック図である。
図１１に示すノード２Ａと図２に示すノード２とが異なるところは、ＯＳＮＲモニタ１８
を内蔵した点にある。ノード２Ａは、ＢＥＲ取得部１６で受信端の受信ＢＥＲmeaを取得
すると共に、ＯＳＮＲモニタ１８で受信端の受信ＯＳＮＲ1を取得する。更に、ノード制
御部１７は、これら取得した受信端ノード２Ａの受信ＢＥＲmea及び受信端ノード２Ａの
受信ＯＳＮＲ1をＮＷ制御装置３Ａに通知する。
【００４２】
　図１２は、実施例２のＮＷ制御装置３Ａの一例を示す説明図である。図１２に示すＮＷ
制御装置３Ａと図３に示すＮＷ制御装置３とが異なるところは、受信端ノード２Ａから取
得した受信ＢＥＲmea及び受信端ノード２Ａの受信ＯＳＮＲ1に基づきＯＳＮＲマージンＯ
ＳＮＲmarginを算出する第２のマージン演算部２３Ａを有する点にある。
【００４３】
　図１３は、第２のマージン演算部２３Ａの一例を示す説明図である。図１３に示す第２
のマージン演算部２３Ａは、第５の演算部４８と、第６の演算部４９と、第１の算出部５
０と、第２の算出部５１と、第３の算出部５２とを追加する。
【００４４】
　第５の演算部４８は、受信ＯＳＮＲ1を取得し、取得した受信ＯＳＮＲ1を数式９に代入
してＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　transを算出する。
【００４５】
【数９】

【００４６】
　第１の算出部５０は、数式１０に基づき、第５の演算部４８で算出したＡＳＥ雑音強度
Ｐase　mea　transから第４の演算部４６で算出したＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　BtoBを
減算し、非線形雑音強度ＰNLIを算出する。第１の算出部５０は、その算出した非線形雑
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音強度ＰNLIを第２の算出部５１に入力する。
【００４７】
【数１０】

【００４８】
　第２の算出部５１は、第３の演算部４５で算出したＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　BtoBか
ら第１の算出部５０で算出した非線形雑音強度ＰNLIを減算し、ＡＳＥ雑音強度Ｐase　FE

C　transを算出する。更に、第２の算出部５１は、算出したＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　

transを第６の演算部４９に入力する。第６の演算部４９は、ＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC

　transから運用中の設定ＢＥＲFECに対応するＯＳＮＲ2を算出し、算出したＯＳＮＲ2を
第３の算出部５２に入力する。
【００４９】
　第３の算出部５２は、数式１１に基づき、第５の演算部４８で算出した受信ＯＳＮＲ1

から第６の演算部４９で算出したＯＳＮＲ2を減算し、ＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmargin

を算出する。第３の算出部５２は、算出したＯＳＮＲmarginを制御部２４に入力する。
【００５０】

【数１１】

【００５１】
　次に実施例２のＮＷ制御装置３Ａの動作について説明する。図１４は、第２のマージン
算出処理に関わるＮＷ制御装置３Ａ内の第２のマージン演算部２３Ａの処理動作の一例を
示すフローチャートである。
【００５２】
　図１４において第２のマージン演算部２３Ａは、第１の格納部３１から送信端ＯＳＮＲ
耐力曲線及び、第２の格納部３２からＴｘ特性パラメータη及びκを取得する（ステップ
Ｓ２１）。第２のマージン演算部２３Ａ内の第１の演算部４３は、設定ＢＥＲメモリ４２
からＢＥＲFECを読み出し、数式１に基づき、雑音の帯域幅Ｂnと、信号シンボルレートＲ

sと、ＢＥＲFECとを数式１に代入する。そして、第１の演算部４３は、ＢＥＲFECに対応
するＯＳＮＲtotal FECを算出する（ステップＳ２２）。
【００５３】
　第２のマージン演算部２３Ａ内の第３の演算部４５は、ＯＳＮＲtotal FECからＡＳＥ
雑音強度Ｐase　FEC　BtoBを算出する（ステップＳ２３）。第２のマージン演算部２３Ａ
内の第２の演算部４４は、受信端ノード２の運用中の受信ＢＥＲmeaを取得する（ステッ
プＳ２４）。第２の演算部４４は、雑音の帯域幅Ｂnと、信号シンボルレートＲsと、受信
ＢＥＲmeaとを数式２に代入して、運用中の受信ＢＥＲmeaに対応するＯＳＮＲtotal　mea

を算出する（ステップＳ２５）。更に、第２のマージン演算部２３Ａ内の第４の演算部４
６は、ＯＳＮＲtotal　meaからＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　BtoBを算出する（ステップＳ
２６）。
【００５４】
　第２のマージン演算部２３Ａ内の第５の演算部４８は、受信端ノード２の受信ＯＳＮＲ

1を取得する（ステップＳ２７）。図１５は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中の受信Ｏ
ＳＮＲ1の一例を示す説明図である。図１５に示す特性では、運用中の受信ＢＥＲmeaに対
応する受信ＯＳＮＲ1を示す。第５の演算部４８は、受信端ノード２の受信ＯＳＮＲ1から
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ＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　trans、非線形雑音強度ＰNLI及びＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC

　transを算出する（ステップＳ２８）。尚、第５の演算部４８は、ＡＳＥ雑音強度Ｐase

　mea　trans、非線形雑音強度ＰNLI及びＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　transに基づき、運
用中のＯＳＮＲ耐力曲線を算出する。図１６は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中のＯＳ
ＮＲ耐力曲線の一例を示す説明図である。図１６に示す特性では、受信端のノード２で運
用中の受信端ＯＳＮＲ耐力曲線を示す。
【００５５】
　第２のマージン演算部２３Ａ内の第６の演算部４９は、ＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　tr

ansからＯＳＮＲ2を算出する（ステップＳ２９）。図１７は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の
運用中のＯＳＮＲ耐力曲線上のＯＳＮＲ2の一例を示す説明図である。図１７に示す特性
では、運用中のＯＳＮＲ耐力曲線上のＯＳＮＲ2を示している。
【００５６】
　第２のマージン演算部２３Ａ内の第３の算出部５２は、第５の演算部４８からの受信Ｏ
ＮＳＲ1からＯＳＮＲ2を減算してＯＳＮＲmarginを算出し（ステップＳ３０）、図１４に
示す処理動作を終了する。図１８は、ＢＥＲ－ＯＳＮＲ特性上の運用中のＯＳＮＲマージ
ンＯＳＮＲmarginの一例を示す説明図である。図１８に示す特性では、ＯＳＮＲマージン
ＯＳＮＲmarginを示している。
【００５７】
　実施例２のＮＷ制御装置３Ａは、送信端ＯＳＮＲ耐力曲線から許容限界ＢＥＲFECに対
応するＯＳＮＲtotal　FECを算出すると共に、送信端ＯＳＮＲ耐力曲線から受信ＢＥＲme

aに対応するＯＳＮＲtotal　meaを算出する。ＮＷ制御装置３Ａは、ＯＳＮＲtotal　FEC

からＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　BtoBを算出すると共に、ＯＳＮＲtotal　meaからＡＳＥ
雑音強度Ｐase　mea　BtoBを算出する。ＮＷ制御装置３Ａは、受信ＢＥＲmeaに対応する
受信ＯＳＮＲ1の測定結果を取得し、取得された受信ＯＳＮＲ1からＡＳＥ雑音強度Ｐase

　mea　transを算出し、ＡＳＥ雑音強度Ｐase　mea　transから非線形雑音強度ＰNLIを算
出する。ＮＷ制御装置３Ａは、ＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　BtoBから非線形雑音強度ＰNL

Iを減算してＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　transを算出する。更に、ＮＷ制御装置３Ａは、
ＡＳＥ雑音強度Ｐase　FEC　transからＯＳＮＲ2を算出し、受信ＯＮＳＲ1からＯＳＮＲ2

を減算してＯＳＮＲmarginを算出する。その結果、受信端ノード２で測定された受信ＢＥ
Ｒ及び受信ＯＳＮＲ1からＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを精度よく算出できる。
【００５８】
　尚、上記実施例２のＮＷ制御装置３Ａでは、信号スペクトル内の空き周波数帯域内に測
定波長信号（チャネル）を配置する際に非線形雑音強度ＰNLIを使用してＯＳＮＲマージ
ンＯＳＮＲmarginを算出した。しかしながら、波長増設時又は波長配置変更時に非線形雑
音強度が変化する。そこで、このような事態に対処すべく、測定波長信号の隣接波長信号
との空き周波数帯域の変化量に応じてＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する実施の
形態につき、実施例３として以下に説明する。
【実施例３】
【００５９】
　図１９は、測定対象の波長信号と隣接波長信号との関係の一例を示す説明図である。測
定対象の波長信号は、ＯＳＮＲマージンを算出する対象の信号である。測定対象の波長信
号と隣接する、信号スペクトル内の隣接波長信号との間の空き周波数帯域の変化量で非線
形雑音強度が変化する。従って、測定対象の波長信号と隣接波長信号との空き周波数帯域
の変化量に応じてＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する必要がある。
【００６０】
　ＮＷ制御装置３Ａ内の制御部２４は、補正テーブル６１を参照し、第２のマージン演算
部２３Ａで算出したＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する。図２０は、実施例３の
補正テーブル６１の一例を示す説明図である。図２０に示す補正テーブル６１は、変更前
の空き周波数帯域６１Ａ及び変更後の空き周波数帯域６１Ｂ毎にＯＳＮＲマージンＯＳＮ
Ｒmarginを補正する補正値を管理している。
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【００６１】
　例えば、変更前の空き周波数帯域６１Ａが１２．５ＧＨｚ未満で、変更後の空き周波数
帯域６１Ｂが１２．５ＧＨｚ未満の場合、補正値はなし、変更後の空き周波数帯域６１Ｂ
が２５ＧＨｚ未満の場合、補正値は３ｄＢとなる。また、変更後の空き周波数帯域６１Ｂ
が５０ＧＨｚ未満や１００ＧＨｚ未満の場合、補正値は４ｄＢ、変更後の空き周波数帯域
６１Ｂが１５０ＧＨｚ未満や１５０ＧＨｚ以上の場合、補正値は５ｄＢとなる。
【００６２】
　例えば、変更前の空き周波数帯域６１Ａが２５ＧＨｚ未満で、変更後の空き周波数帯域
６１Ｂが１２．５ＧＨｚ未満の場合、補正値は－３ｄＢ、変更後の空き周波数帯域６１Ｂ
が２５ＧＨｚ未満の場合、補正値はなしとなる。また、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが
５０ＧＨｚ未満の場合、補正値は１ｄＢ、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが１００ＧＨｚ
未満の場合、補正値は１．５ｄＢ、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが１５０ＧＨｚ未満の
場合、補正値は２ｄＢとなる。また、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが１５０ＧＨｚ以上
の場合、補正値は２．５ｄＢとなる。
【００６３】
　変更前の空き周波数帯域６１Ａが５０ＧＨｚ未満で、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが
１２．５ＧＨｚ未満の場合、補正値は－４ｄＢ、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが２５Ｇ
Ｈｚ未満の場合、補正値は－１ｄＢとなる。また、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが５０
ＧＨｚ未満の場合、補正値はなし、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが１００ＧＨｚ未満の
場合、補正値は０．５ｄＢ、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが１５０ＧＨｚ未満の場合、
補正値は１ｄＢとなる。また、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが１５０ＧＨｚ以上の場合
、補正値は１ｄＢとなる。
【００６４】
　変更前の空き周波数帯域６１Ａが１００ＧＨｚ未満で、変更後の空き周波数帯域６１Ｂ
が１２．５ＧＨｚ未満の場合、補正値は－４ｄＢ、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが２５
ＧＨｚ未満の場合、補正値は－１．５ｄＢとなる。また、変更後の空き周波数帯域６１Ｂ
が５０ＧＨｚ未満の場合、補正値は－０．５ｄＢ、変更後の空き周波数帯域６１Ｂが１０
０ＧＨｚ未満、１５０ＧＨｚ未満及び１５０ＧＨｚ以上の場合、補正値はなしとなる。
【００６５】
　制御部２４は、第２のマージン演算部２３ＡにてＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを算
出した場合、変更前の空き周波数帯域６１Ａ及び変更後の空き周波数帯域６１Ｂに応じて
補正値を補正テーブル６１から取得する。図２１は、実施例３のＯＳＮＲマージンＯＳＮ
Ｒmarginの補正前後の一例を示す説明図である。更に、制御部２４は、取得した補正値に
基づき、図２０に示すように、ＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する。　
【００６６】
　実施例３のＮＷ制御装置３Ａは、変更前後の空き周波数帯域量に応じた補正値を取得し
、取得した補正値に基づき、ＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する。その結果、測
定対象の波長信号の空き周波数帯域量に変動する非線形雑音強度を考慮したＯＳＮＲマー
ジンＯＳＮＲmarginを提供できる。
【００６７】
　尚、上記実施例２のＮＷ制御装置３Ａでは、例えば、信号スペクトル内の測定対象の波
長信号を変更する際に非線形雑音強度ＰNLIを使用してＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmargin

を算出した。しかしながら、伝送路入力パワー変更時にも非線形雑音強度が変化する。そ
こで、このような事態に対処すべく、測定対象の波長信号の伝送路入力パワーの変化量に
応じてＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する実施の形態につき、実施例４として以
下に説明する。
【実施例４】
【００６８】
　測定対象の波長信号と隣接する、信号スペクトル内の隣接波長信号との間の伝送路入力
パワーの変化量で非線形雑音強度が変化する。その結果、測定対象の波長信号の伝送路入
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力パワーの変化量に応じてＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する必要がある。
【００６９】
　ＮＷ制御装置３Ａ内の制御部２４は、補正テーブル６２を参照し、第２のマージン演算
部２３Ａで算出したＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する。図２２は、実施例４の
補正テーブル６２の一例を示す説明図である。
【００７０】
　図２２に示す補正テーブル６２は、変更前の伝送路入力パワー６２Ａ及び変更後の伝送
路入力パワー６２Ｂ毎にＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する補正値を管理してい
る。例えば、変更前の伝送路入力パワー６２Ａが－１．５ｄＢｍ／ｃｈで、変更後の伝送
路入力パワー６２Ｂが－１．５ｄＢｍ／ｃｈ、－１ｄＢｍ／ｃｈ、－０．５ｄＢｍ／ｃｈ
の場合、補正値はなしとする。変更後の伝送路入力パワー６２Ｂが０ｄＢｍ／ｃｈの場合
、補正値は－１ｄＢ、変更後の伝送路入力パワー６２Ｂが０．５ｄＢｍ／ｃｈの場合、補
正値は－２．５ｄＢ、変更後の伝送路入力パワー６２Ｂが１ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値
は－５ｄＢとなる。
【００７１】
　例えば、変更前の伝送路入力パワー６２Ａが－１ｄＢｍ／ｃｈで、変更後の伝送路入力
パワー６２Ｂが－１．５ｄＢｍ／ｃｈ、－１ｄＢｍ／ｃｈ、－０．５ｄＢｍ／ｃｈの場合
、補正値はなしとする。変更後の伝送路入力パワー６２Ｂが０ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正
値は－１ｄＢ、変更後の伝送路入力パワー６２Ｂが０．５ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値は
－２ｄＢ、変更後の伝送路入力パワー６２Ｂが１ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値は－５ｄＢ
となる。
【００７２】
　例えば、変更前の伝送路入力パワー６２Ａが０．５ｄＢｍ／ｃｈで、変更後の伝送路入
力パワー６２Ｂが－１．５ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値は２．５ｄＢ、変更後の伝送路入
力パワー６２Ｂが－１ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値は２ｄＢとなる。変更後の伝送路入力
パワー６２Ｂが－０．５ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値は１．５ｄＢ、変更後の伝送路入力
パワー６２Ｂが０ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値は１ｄＢとなる。変更後の伝送路入力パワ
ー６２Ｂが０．５ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値はなし、変更後の伝送路入力パワー６２Ｂ
が１ｄＢｍ／ｃｈの場合、補正値は－３ｄＢとなる。
【００７３】
　制御部２４は、第２のマージン演算部２３ＡにてＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを算
出した場合、変更前の伝送路入力パワー６２Ａ及び変更後の伝送路入力パワー６２Ｂに応
じて補正値を補正テーブル６２から取得する。図２３は、実施例４のＯＳＮＲマージンＯ
ＳＮＲmarginの補正前後の一例を示す説明図である。更に、制御部２４は、取得した補正
値に基づき、図２３に示すように、ＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する。　
【００７４】
　実施例４のＮＷ制御装置３Ａは、変更前後の伝送路入力パワー量に応じた補正値を取得
し、取得した補正値に基づき、ＯＳＮＲマージンＯＳＮＲmarginを補正する。その結果、
測定波長信号の変更前後の伝送路入力パワーで変動する非線形雑音強度を考慮したＯＳＮ
ＲマージンＯＳＮＲmarginを提供できる。
【００７５】
　上記実施例２のＮＷ制御装置３Ａは、送信端ノード２内のＴｘ１４及びＲｘ１３の間の
折り返し通信によるＢｔｏＢのＢＥＲ及びＯＳＮＲを対応付ける送信端ＯＳＮＲ耐力曲線
を事前に第１の格納部３１に格納した。しかしながら、送信端ノード２内のＴｘ１４及び
Ｒｘ１３は各種型番があり、型番毎のＴｘ１４及びＲｘ１３の組合せに応じて送信端ＯＳ
ＮＲ耐力曲線は異なる。そこで、型番毎のＴｘ１４及びＲｘ１３の組合せに応じて送信端
ＯＳＮＲ耐力曲線を取得できるＮＷ制御装置３Ｂの実施の形態につき、実施例５として以
下に説明する。尚、実施例２のＮＷ制御装置３Ａと同一の構成には同一符号を付すことで
、その重複する構成及び動作の説明については省略する。
【実施例５】
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【００７６】
　図２４は、実施例５のＮＷ制御装置３Ｂの一例を示す説明図である。図２４に示すＮＷ
制御装置３Ｂは、通信部２１、第２のマージン演算部２３Ａ、制御部２４及び格納部２２
を有する。格納部２２は、第２の格納部３２の他に、パス格納部３３と、第３の格納部３
４とを有する。パス格納部３３は、波長信号のチャネルを識別するｃｈ番号３３Ａ毎に送
信端ノード３３Ｂ、受信端ノード３３Ｃ、中継ノード３３Ｄ、送信端ノード２内のＴｘ１
４の型番３３Ｅ及びＲｘ１３の型番３３Ｆを対応付けて管理する領域である。
【００７７】
　第３の格納部３４は、Ｔｘ１４の型番３３Ｅ及びＲｘ１３の型番３３Ｆの組合せに応じ
てＢＥＲ及びＯＳＮＲを対応付けた送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を格納している。
【００７８】
　制御部２４は、送信端ノード２内のＴｘ１４の型番３３Ｅ及びＲｘ１３の型番３３Ｆの
組合せに応じて送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を第３の格納部３４から取得する。
【００７９】
　実施例５のＮＷ制御装置３Ｂは、Ｔｘ１４の型番３３Ｅ及びＲｘ１３の型番３３Ｆの組
合せに応じて送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を取得するため、Ｔｘ１４の型番３３Ｅ及びＲｘ１
３の型番３３Ｆの組合せに応じた各種の送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を提供できる。
【００８０】
　尚、上記実施例１のＮＷ制御装置３では、送信端ノード２内のＴｘ１４及びＲｘ１３に
対応した送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を第１の格納部３１から取得した。しかしながら、第１
の格納部３１から取得する場合に限定されるものではなく、送信端ノード２内のＴｘ１４
及びＲｘ１３の通信で送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を取得しても良く、この場合の実施の形態
につき、実施例６として以下に説明する。
【実施例６】
【００８１】
　図２５は、実施例６のノード２Ｂのハードウェア構成の一例を示す説明図である。尚、
実施例１のノード２と同一の構成には同一符号を付すことで、その重複する構成及び動作
の説明については省略する。
【００８２】
　図２５に示すノード２Ｂと図２に示すノード２とが異なるところは、Ｔｘ１４側にＡＳ
Ｅ光源１９と、Ｒｘ側にＯＳＮＲモニタ１８Ａとを設けた点にある。ＡＳＥ光源１９は、
ＡＳＥ雑音強度を調整可能にすべく、ＡＳＥ雑音を発光する光源である。ＯＳＮＲモニタ
１８Ａは、Ｔｘ１４側のＡＳＥ光源１９からのＡＳＥ雑音の変化に応じてＴｘ１４及びＲ
ｘ１３間のＯＳＮＲをモニタする。
【００８３】
　ノード制御部１７は、Ｔｘ１４及びＲｘ１３間のＢｔｏＢの折り返し通信中にＡＳＥ光
源１９を調整する。図２６は、実施例６のＯＳＮＲ耐力曲線取得方法の一例を示す説明図
である。ＯＳＮＲモニタ１８Ａは、図２６に示すようにＡＳＥ光源１９のＡＳＥ雑音強度
の変化に応じてＢＥＲ及びＯＳＮＲを順次取得し、順次取得したＢＥＲ及びＯＳＮＲをＮ
Ｗ制御装置３に通知する。
【００８４】
　ＮＷ制御装置３は、送信端ノード２Ｂから順次取得したＢＥＲ及びＯＳＮＲに基づき、
送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を生成する。つまり、ＡＳＥ雑音の変化に応じて送信端ＯＳＮＲ
耐力曲線を取得できる。ＮＷ制御装置３は、生成した送信端ＯＳＮＲ耐力曲線及び、受信
端ノード２から取得した受信ＢＥＲに基づき、Ｔｘ特性パラメータη及びκを取得し、取
得したＴｘ特性パラメータη及びκを第２の格納部３２に格納する。
【００８５】
　実施例６の送信端ノード２Ｂは、ＡＳＥ光源１９のＡＳＥ雑音の変化に応じて受信ＢＥ
Ｒ及び受信ＯＳＮＲを順次取得し、順次取得した受信ＢＥＲ及び受信ＯＳＮＲをＮＷ制御
装置３に通知する。更に、ＮＷ制御装置３は、順次取得した受信ＢＥＲ及び受信ＯＳＮＲ
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に応じて送信端ＯＳＮＲ曲線を生成できる。
【００８６】
　尚、上記実施例１のＮＷ制御装置３では、送信端ノード２内のＴｘ１４及びＲｘ１３に
対応した送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を第１の格納部３１から取得した。しかしながら、第１
の格納部３１から取得する場合に限定されるものではなく、送信端ノード２内のＴｘ１４
及びＲｘ１３の通信で送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を取得しても良く、この場合の実施の形態
につき、実施例７として以下に説明する。
【実施例７】
【００８７】
　図２７は、実施例７のノード２Ｃのハードウェア構成の一例を示す説明図である。尚、
実施例１のノード２と同一の構成には同一符号を付すことで、その重複する構成及び動作
の説明については省略する。
【００８８】
　図２７に示すノード２Ｃと図２に示すノード２とが異なるところは、Ｒｘ１３Ａ内の雑
音付加部７１と、Ｒｘ１３Ａ内の雑音制御部７２と、Ｒｘ１３Ａ内のＢＥＲ取得部７３と
、ＯＳＮＲモニタ１８Ｂとを有する点にある。
【００８９】
　雑音追加部７１は、復調後の電気信号に雑音追加量を付加する。雑音制御部７２は、雑
音追加部７１の雑音追加量Ｐnoise　Rx　Addを調整する。ＢＥＲ取得部７３は、雑音追加
量の調整に応じて受信ＢＥＲを取得する。ＯＳＮＲモニタ１８Ｂは、Ｔｘ１４との間のＯ
ＳＮＲをモニタする。ノード制御部１７は、雑音追加量、受信ＢＥＲ及びＯＳＮＲのモニ
タ結果を収集し、これら収集した雑音追加量、受信ＢＥＲ及びＯＳＮＲのモニタ結果をＮ
Ｗ制御装置３に通知する。
【００９０】
　図２８は、実施例７のＯＳＮＲ耐力曲線取得方法の一例を示す説明図である。ＮＷ制御
装置３内の制御部２４は、図２８に示すように、送信端ノード２ＣからのＯＳＮＲTxと、
雑音追加時に取得した受信ＢＥＲに対応するＯＳＮＲTx２とを算出する。その結果、制御
部２４は、雑音追加量を変化させながら受信ＢＥＲ及びＯＳＮＲを測定することで、送信
端ＯＳＮＲ耐力曲線及びＴｘ特性パラメータη及びκを取得する。
【００９１】
　ＮＷ制御装置３は、送信端ノード２Ｃから送信端ＯＳＮＲ耐力曲線及びＴｘ特性パラメ
ータη及びκを取得し、第２の格納部３２に格納する。
【００９２】
　実施例７の送信端ノード２Ｃは、復調後の電気信号に付加する雑音追加量の変化に応じ
て受信ＢＥＲ及び受信ＯＳＮＲを順次取得し、順次取得した受信ＢＥＲ及び受信ＯＳＮＲ
をＮＷ制御装置３に通知する。更に、ＮＷ制御装置３は、順次取得した受信ＢＥＲ及び受
信ＯＳＮＲに応じて送信端ＯＳＮＲ耐力曲線を生成できる。
【００９３】
　尚、上記実施例１のＮＷ制御装置３の受信端ノード２を決定する方法について説明する
。受信端ノード２は、増設チャネルの波長信号を増設する際の波長信号を受信する受信端
のノード２とする。ＮＷ制御装置３は、チャネル毎のパス情報を格納するパス格納部３６
を有する。図２９は、パス格納部３６の一例を示す説明図である。図２９に示すパス格納
部３６は、ｃｈ番号３６Ａと、送信端ノード３６Ｂと、受信端ノード３６Ｃと、中継ノー
ド３６Ｄとを対応付けて管理する。ｃｈ番号３６Ａは、波長信号のチャネルを識別する番
号である。送信ノード３６Ｂは、当該チャネルの波長信号を送信する送信端ノードである
。受信ノード３６Ｃは、当該チャネルの波長信号を受信する受信端ノードである。中継ノ
ード３６Ｄは、当該チャネルの波長信号を中継するノードである。
【００９４】
　例えば、ｃｈ番号３６Ａが“ｃｈ１”の場合、送信ノード３６Ｂを“ノード＃７”、受
信ノード３６Ｃを“ノード＃３”、中継ノード３６Ｄを“ノード＃２”とする。また、ｃ
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ｈ番号３６Ａが“ｃｈ２”の場合、送信ノード３６Ｂを“ノード＃６”、受信ノード３６
Ｃを“ノード＃３”、中継ノード３６Ｄを“ノード＃１及びノード＃２”とする。増設す
るチャネルのｃｈ番号３６Ａが“ｃｈｘ”の場合、送信ノード３６Ｂを“ノード＃１”、
受信ノード３６Ｃを“ノード＃３”、中継ノード３６Ｄを“ノード＃２”とする。
【００９５】
　図３０は、受信端ノードの決定方法の一例を示す説明図である。ＮＷ制御装置３は、ｃ
ｈ番号３６Ａの“ｃｈｘ”を増設する場合、パス格納部３６を参照し、増設チャネル“ｃ
ｈｘ”対応の受信ノード“ノード＃３”を通過する各チャネルｃｈ１及びｃｈ２を受信端
ノードとし、受信端ノードの受信ＢＥＲmeaを取得することになる。
【００９６】
　また、図示した各部の各構成要素は、必ずしも物理的に図示の如く構成されていること
を要しない。すなわち、各部の分散・統合の具体的形態は図示のものに限られず、その全
部又は一部を、各種の負荷や使用状況等に応じて、任意の単位で機能的又は物理的に分散
・統合して構成することができる。
【００９７】
　更に、各装置で行われる各種処理機能は、ＣＰＵ（Central　Processing　Unit）（又
はＭＰＵ（Micro　Processing　Unit）、ＭＣＵ（Micro　Controller　Unit）等のマイク
ロ・コンピュータ）上で、その全部又は任意の一部を実行するようにしても良い。また、
各種処理機能は、ＣＰＵ（又はＭＰＵ、ＭＣＵ等のマイクロ・コンピュータ）で解析実行
するプログラム上、又はワイヤードロジックによるハードウェア上で、その全部又は任意
の一部を実行するようにしても良いことは言うまでもない。
【符号の説明】
【００９８】
　２　ノード
　３、３Ａ　ＮＷ制御装置
　２４　制御部
　４３　第１の演算部
　４４　第２の演算部
　４５　第３の演算部
　４６　第４の演算部
　４７　算出部
　４８　第５の演算部
　４９　第６の演算部
　５０　第１の算出部
　５１　第２の算出部
　５２　第３の算出部
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